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Ⅳ 特別調査事項

（事業承継について）

特別調査事項として、事業承継について県内中小企業に尋ねたところ、次のよう

な結果となった。

○ 県内中小企業で、経営者が引退するときに、事業を何らかの形で承継したいと

する企業は約８割、自分の代で廃業したいとする企業は約２割だった。

○ 事業を何らかの形で承継したいとする企業のうち、約５割の企業が後継者（決

定済み）に承継するとしている。

○ 自分の代で廃業したい最も大きな理由は、事業に将来性がないからが約５割、

適当な後継者がいないからが約４割で、この２つを合わせると約９割を占めている。

（１）経営者が引退するときに、事業を承継したいと考えているかについて

（８０３％）「事業を何らかの形で承継したい」 .
（１９７％）「自分の代で廃業したい」 .

（２）事業を承継する方法について（ １）で「承継したい」と回答した企業）（

「後継者（決定済み）に承継」 （４７３％）.
「これから後継者・候補者を探して承継」 （２７３％）.
「候補者（決定済み）の中から後継者を決定し承継 （１５７％）」 .
「未定」 （ ８３％）.
「事業の売却を検討」 （ １３％）.

（３）後継者・候補者を探す際の課題について

（複数回答； ２）で「これから後継者・候補者を探して承継」と回答した企業）（

「資質・能力」 （８４４％） 「相談先を見つける （１０６％）. .」

「役員・従業員の信頼を得る （４０７％） 「資力・財力」 （ ９３％）」 . .
「取引先等との信頼関係維持 （２４８％） 「その他」 （ ４３％）」 . .

（４）事業を売却する上での課題について

（複数回答； ２）で「事業の売却を検討」と回答した企業）（

「売却先を見つける」 （８００％） 「税金面での負担 （２００％）. .」

「売却の方法を知る」 （３３３％） 「売却価格の決定 （ ６７％）. .」

「相談先を見つける」 （３３３％） 「その他」 （ ６７％）. .
「取引先等との信頼関係維持 （２００％）」 .

（５ 「後継者・候補者を探して承継」及び「事業の売却を検討」する場合の相談先につい）

て（複数回答； ２）で「これから後継者・候補者を探して承継」及び「事業の売却を検（

討」と回答した企業）

「社内（役職員 」 （６２９％） 「金融機関 （１０５％）） 」. .
「税理士等の専門家 （３０８％） 「公的機関 （ １４％）」 」. .
「同業者」 （２１０％） 「その他」 （１２６％）. .
「顧客・取引先」 （１８２％）.

（６）廃業したい最も大きな理由について（ １）で「廃業したい」と回答した企業）（

「事業に将来性がない」 （４９５％） 「負債を返済しても資産を残せる （３６％）. .」

「適当な後継者がいない （３７７％） 「その他」 （３２％）」 . .
「債務超過」 （ ５９％）.

※ 本文中に関する数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（４２頁以降）を

参照して下さい。
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（４２頁参照）１ 経営者が引退するときに、事業を承継したいと考えているかについて

経営者が引退するときに、事業を承継したいと考えているか、県内中小企業に尋ねたと

ころ、 「事業を何らかの形で承継したい」が８０.３％ 「自分の代で廃業したい」全体では 、

が１９.７％だった。

事業を継承したいと考えているか

「事業を何らかの形で承継したい」が８５.６％ 「自分の代で廃業したい」が製造業では 、

１４.４％だった。また 「事業を何らかの形で承継したい」と回答した企業の割合を業種別、

「食料品」が９５.９％で最も高く 「金属製品」及び「輸送用機械器具」が各々にみると、 、

と回答した企業の割合を業種別に９１.４％で続いている。さらに 「自分の代で廃業したい」、

衣服・その他の繊維製品 が２７.５％で最も高く 精密機械器具 が２２.２％ 家みると、「 」 、「 」 、「

具・装備品」が２１.６％で続いている。

「事業を何らかの形で承継したい」が７６.０％ 「自分の代で廃業したい」非製造業では 、

が２４.０％だった。また 「事業を何らかの形で承継したい」と回答した企業の割合を業種、

、「 」 、「 」 、「 」別にみると 運輸・倉庫 が９４.１％で最も高く 飲食店 が８７.９％ 情報サービス業

と回答した企業の割合を業種別が８３.７％で続いている。さらに 「自分の代で廃業したい」、

「不動産業」が４３.６％で最も高く 「建設業」が２８.１％ 「卸売・小売業」がにみると、 、 、

２６.９％で続いている。

「事業を承継したい」企業の業種別内訳
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（４３頁参照）２ 事業を承継する方法について

設問 「事業を何らかの形で承継したい」とした企業に対して、事業を承継する方法１で

について尋ねたところ、 「後継者（決定済み）に承継」が４７.３％と最も多く、全体では

次いで「これから後継者・候補者を探して承継」が２７.３％ 「候補者（決定済み）の中か、

ら後継者を決定し承継」が１５.７％で続いている。

事業を承継する方法については、後継者への承継とする企業が合わせて９割を超え、事

業の売却を検討する企業はほとんどみられなかった。

事業を承継する方法

「 （ ） 」 、全体で約５割と最も多かった 後継者 決定済み に承継 したい企業を業種別にみると

「衣服・その他の繊維製品」が５９.５％で最も高く 「一般機械器具」が製造業では、 、

５７.１％ 「鉄鋼業・非鉄金属」が５５.６％で続いている。、

」 、「 」 、「 」非製造業では、「不動産業 が７２.７％で最も高く 建設業 が５４.０％ 卸売・小売業

が５３.０％で続いている。

「後継者（決定済み）に承継」の業種別内訳
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（４４頁参照）３ 後継者・候補者を探す際の課題について（複数回答）

設問 「これから後継者・候補者を探して承継」するとした企業に対して、後継者・２で

候補者を探す際の課題を尋ねたところ、 「後継者・候補者の資質・能力」が全体では

８４.４％で最も多く、次いで「役員・従業員の信頼を得る」が４０.７％ 「取引先等との信、

頼関係維持」が２４.８％と続いている。

「 」 、「 」製造業では、 後継者・候補者の資質・能力 役員・従業員の信頼を得るが８３.５％

取引先等との信頼関係維持 後継者・が４１.８％ 「 」が２１.５％だった。 「、 非製造業では、

候補者の資質・能力 役員・従業員の信頼を得る 取引先等」が８５.４％ 「 」が３９.６％ 「、 、

」が２８.５％だった。との信頼関係維持

（複数回答）後継者・候補者を探す際の課題

（４５頁参照）４ 事業を売却する上での課題について（複数回答）

設問 「事業の売却を検討する」とした企業に対して、事業を売却する上での課題を２で

尋ねたところ、 「売却先を見つける」が８０.０％で最も多く、次いで「売却の方全体では

法を知る」及び「相談先を見つける」が各々３３.３％で続いている。

「 」が６６.７％ 「 」及び「取引先等と製造業では、 売却先を見つける 相談先を見つける、

の信頼関係維持」が各々３３.３％で続いている。 「 」が非製造業では、 売却先を見つける

８８.９％ 「 」が４４.４％ 「 」が３３.３％だった。、 、売却の方法を知る 相談先を見つける

事業を売却する上での課題（複数回答）
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５ 「後継者・候補者を探して承継」及び「事業の売却を検討」する場合の相談先

（４６頁参照）について（複数回答）

設問 「これから後継者・候補者を探して承継」及び「事業の売却を検討」とした企２で

業に対して、どこに相談するか尋ねたところ、 「社内（役職員 」が６２.９％で最全体では ）

も多く、次いで「税理士等の専門家」が３０.８％ 「同業者」が２１.０％で続いている。、

社内（役職員 税理士等の専門家 顧客・製造業では、 ）「 」が６３.２％ 「 」が２７.８％ 「、 、

取引先 社内（役職員 次いで」が２２.２％で続いている。 「 」が６２.７％、非製造業では、 ）

が３３.８％ 「 」が２４.６％だった。「税理士等の専門家」 同業者、

「後継者・候補者探し 「事業売却」の相談先（複数回答）」、

（４７頁参照）６ 廃業したい最も大きな理由について

設問 「自分の代で廃業したい」とした企業に対して、最も大きな理由を尋ねたとこ１で

ろ、 「事業に将来性がない」が４９.５％で最も多く、次いで「適当な後継者がい全体では

ない」が３７.７％あり、この２つを合わせると８７.２％を占めている。

「事業に将来性がない」が５２.９％で最も多く、次いで「適当な後継者がい製造業では、

ない」が３４.３％あり、この２つを合わせると８７.２％を占めている。 「事非製造業では、

業に将来性がない」が４８.０％で最も多く、次いで「適当な後継者がいない」が３９.３％

あり、この２つを合わせると８７.３％を占めている。

廃業したい最も大きな理由
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